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１．再生可能エネルギー等の導入状況 
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【我が国の発電電力量の構成
（2013年度）】 
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出典：総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 
新エネルギー小委員会 第1回配布資料（資源エネルギー庁） 

■ ２０１３年度の発電電力量のうち、再生可能エネルギーが占める割合は約１割。その大半は水力
電力。 

■ 水力を除く再生可能エネルギーの発電量に占める割合は、１．４％（２０１１年度）から、固定価格
買取制度導入後２年間で、２．２％（２０１３年度）に。 
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出力区分（kW） 

既開発 

地点数 最大出力（kW） 
年間可能 

発電電力量（MWh） 

1,000未満 512 216,536 1,355,109 

1,000以上 
30,000未満 

1,242 9,419,988 45,566,002 

30,000以上 182 12,641,890 45,799,753 

計 1,936 22,278,414 97,720,864 

２．日本の水力エネルギー量① 

■ 包蔵水力（我が国が有する水資源のうち、技術的・経済的に利用可能な水力エネルギー量）のう
ち、これまでに開発された水力エネルギーは、１，９３６地点、最大出力の合計２２，２７８，４１４ｋＷ。 

■ このうち、出力区分が１，０００ｋＷ未満については、５１２地点、最大出力の合計２１６，５３６ｋＷ。 

出力別包蔵水力（一般水力） 

出典：資源エネルギー庁ホームページのデータをもとに作成 

注： 「既開発」は、平成２５年３月３１日現在において運転中のものであり、一般電気事業、卸電気事業及び卸
供給事業用の全発電所並びに最大出力100kW以上の自家用発電所について集計した。 
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２．日本の水力エネルギー量② 
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出典：資源エネルギー庁ホームページ、資源エネルギー庁のデータをもとに作成 

■ 出力別包蔵水力（一般水力）の既開発について、平成２４年度と平成１４年度のデータを比較する
と、出力区分３０，０００ｋＷ以上が３地点の増加に対して、１，０００ｋＷ未満は７８地点増加している。 

地点数 
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登録（許可）件数 

※ ダム等から一定の場合に放流される流水を利用して発電する従属発電
件数を除く 

118 

年度 

３．小水力発電に関する最近の状況 
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従属元水利使用 件数 最大出力（kW） 

農業用水 76 32,166 

鉱工業用水道 3    673 

上水道 18  3,519 

発電 4  5,459 

その他 
（従属元水利使用が 
複数あるもの等） 

17 15,061 

計 118 56,879 

内訳 

■ 一級水系における従属発電の登録（許可）件数の累計は、１１８件。 

■ このうち、農業用水のみを利用する従属発電が７６件（６６％）ともっとも多く、最大出力の
合計は３２，１６６ｋＷ（５７％）。 

※ 最大出力は、四捨五入の関係で合計値が合わない 

出典：国土交通省調べ 
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４．ダム管理用発電に関する最近の状況 

■ 直轄管理ダム等のダム管理用発電の現状 

○最大出力の合計：約３万kW 

○年間発電量（計画値）：約１億６０００万kWh/年  

  （国内にある平均的な水力発電所の約１.３施設分、 

   一般家庭約３万３０００世帯の消費電力量に相当） 

 ※直轄・水機構管理ダム数：１２１ダム 

   うち、ダム管理用発電導入ダム数：３７ダム 

               （平成２６年４月時点） 

○ダム維持管理費や利水者負担の低減等に寄与 

 

下流河川の維持流量等を 

   確保するための放流を活用 

発電機 

導入前 導入後 

利水放流 
発電機 

【導入イメージ】 

【導入事例：重信川水系石手川 石手川ダム】 

発電後の放流 

最大出力：75kW 

最大使用水量：0.2m3/s 

最大有効落差：約56m 
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５．一級河川の水利使用の現況（①件数） 

出典：国土交通省調べ 

平成２５年３月３１日現在 

許可件数 17,969件 

慣行水利 80,258件 

総件数 98,227件 

水利使用総件数 
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慣行農業用水, 

2,976m3/s, 29.3%

許可農業用水, 

5,972m3/s, 58.9%

許可水道用水, 

595m3/s, 5.9%

許可工業用水, 

460m3/s, 4.5%
許可雑用水, 

139m3/s, 1.4%

慣行農業用水

許可農業用水

許可水道用水

許可工業用水

許可雑用水

※慣行農業用水は取水量の届出がある
もののみ。発電用水は除く。 

(参考)  

発電を含む許可水利   53,933m3/s 

発電を含む総取水量   56,909m3/s 

５．一級河川の水利使用の現況（②最大取水量） 

出典：国土交通省調べ 

許可件数 7,166m3/s 

慣行水利 2,976m3/s 

総件数 10,142m3/s 

最大取水量 
平成２５年３月３１日現在 
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６．農業用水路における従属発電の導入ポテンシャル① 

出典：平成２２年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告書（環境省） 

■ 従属発電の導入見通しについては、「平成２２年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調

査」(環境省)を参考にすると、農業用水路において約６００地点、約３０万ｋＷの導入を見込
んでいる。 

注：農業用水路については、平成７年基幹水利施設整備状況調査基図の農業用水路
データと、このデータと交差する数値地図25,000空間データ基盤の「水路区間」デー
タを重ねあわせて作成した。 

8 



＜農業用水路の電力供給エリア別の導入ポテンシャル分布状況＞  

農業用水路の電力供給エリア別の導入ポテンシャル分布状況を図5-44に示す。また、その地点数を
図5-45に示す。これによると、中部エリアが約10.1万ｋWであり、全国の約3割を占めていることが
分かる。  

６．農業用水路における従属発電の導入ポテンシャル② 

出典：平成２２年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告書（環境省） 
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■ 出力と建設単価の関係について、平均値は２８８円/kWh。 

■ 全体的には規模が大きくなるに従い経済性が向上している。 

７．出力と建設単価の関係① 

出典：平成２０年度未利用落差発電包蔵水力調査
（資源エネルギー庁） 

ダム利用（既設ダムの未利用
落差を利用した発電） 

水路利用（既設水路の未利
用落差を利用した発電） 
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７．出力と建設単価の関係②（ダム利用、水路利用別） 

出典：平成２０年度未利用落差発電包蔵水力調査
（資源エネルギー庁） 

■ 経済性が良いのは、ダム利用では河川維持用水発電、水路利用では上水道利用発電。 

■ 規模の小さい発電所は水路利用に多く、大きい発電所はダム利用に多い。 

河川維持用水：発電専用ダム（堤高15m未満を含む）で、河川維持用水
を利用する発電方式 

利水放流水  ：多目的ダム、上水道専用ダム、および工業用水道専用
ダムで、利水放流を利用する発電方式 

農業用水      ：農業用水専用ダムで、農業用水を利用する発電方式 

砂防えん堤   ：砂防えん堤（木製、鋼製、スリットダムを除く）の落差を利
用する発電方式 
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８．固定価格買取制度（ＦＩＴ） 

■ 再生可能エネルギーの固定価格買取制度は、再生可能エネルギー源（太陽光、風力、水力、地

熱、バイオマス）を用いて発電された電気を、国が定める固定価格で一定の期間電気事業者に調達

を義務づけるもので、２０１２年７月１日に開始。 

■ 調達価格や調達期間は、調達価格等算定委員会の意見を尊重し、経済産業大臣が決定。 

出典：資源エネルギー庁ホームページ 

   「再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック」 

平成２６年度の調達価格と調達期間 （平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日） 

（※1）建設及び運転保守のいずれの場合にも船舶によるアクセスを必要とするもの。
（※2）既に設置している導水路を活用して、電気設備と水圧鉄管を更新するもの。 

（※3）「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」に基づく証明
のないものについては、建設資材廃棄物として取り扱う。 
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出典：資源エネルギー庁ホームページ「再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック」 

９．主要電源のコスト試算について 

■ 主要電源のコスト試算は、再生可能エネルギーの種類によって幅があり、水力で２０円前後、

太陽光で約３０～４０円となっている。 

注：稼働年数にわたって毎年発生する費用【資本費、運転維持費、燃料費、社会的費用（環境対策費用、事故リスク対応費
用、政策経費）】の合計を想定し、これを当該稼働年数期間中に想定される総発電量で除すことにより、発電単価を求め
る。 
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固定価格買取制度の導入によって、 

長期に安定的な収入が約束されたことにより、 

地域でも、市民をはじめ地域金融機関など 

様々な関係者が協力した再エネで 

地域を活性化する取組がはじまっています。 

以下は、これまでに育った市民発電所の一例です。 

全国で新しい芽が次々と育っています。 

10．再生可能エネルギーファンド、共同出資事例について 

出典：資源エネルギー庁ホームページ「再生可能エネルギー固定価格
買取制度ガイドブック」 

 山梨県都留市「つるのおんがえし債」 

  家中川小水力発電所の概要 

出典：地域づくり１月号別冊 平成２５年度 地域活性化事例集
「再生可能エネルギーの導入と利活用」（一般財団法人地
域活性化センター）をもとに作成 

 現在、家中川には３基の小水力発電機が設置されており、
建設費の一部は住民参加型市場公募債で賄った。 

元気くん１号 元気くん２号 元気くん３号 

稼働開始 

年月日 
平成18年4月 平成22年5月 平成24年3月 

最大出力 20kW 19kW 7.3kW 

工事費      43,374千円       62,319千円      35,772千円 

財 

源 

  補助金 ※1  15,166千円 ※2  32,339千円 ※3 35,772千円 

  市民 

   公募債 
     17,000千円       23,600千円        － 

  市 

   一般財源 
     11,208千円        6,380千円        － 

※１ NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）補助金 

※２ NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）補助金 

    NEPC（一般社団法人新エネルギー導入促進協議会）補助金 

    GIAC（広域関東圏産業活性化センター）補助金 

※３  山梨県補助金 
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11．小水力発電の導入に関する支援制度等の事例について① 

出典：農林水産省ホームページ 

■ 農林水産省の事例 
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11．小水力発電の導入に関する支援制度等の事例について① 

出典：農林水産省ホームページ 

【国営かんがい排水事業】 
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11．小水力発電の導入に関する支援制度等の事例について② 

■ 環境省の事例 

出典：環境省ホームページ 17 



11．小水力発電の導入に関する支援制度等の事例について② 

出典：環境省ホームページ 
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11．小水力発電の導入に関する支援制度等の事例について③ 

■ 経済産業省の事例 （一般社団法人 新エネルギー導入促進協議会） 

出典：一般社団法人 新エネルギー導入促進協議会ホームページ 19 



11．小水力発電の導入に関する支援制度等の事例について③ 

出典：一般社団法人 新エネルギー導入
促進協議会ホームページ 
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11．小水力発電の導入に関する支援制度等の事例について④ 

■ 株式会社日本政策投資銀行の事例 

出典：日本政策投資銀行ホームページ 

    南九州支店 鹿児島 支店ニュース
（平成２５年１２月１６日） 

魅力ある地域づくりに資するべく、交通・通信インフラ等の社会資本整備、地場産業の振興・育成、中心市街地活性化などの
投融資業務に地域金融機関と提携しながら取り組んでいます。 
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